	  工場立地法の概要
	 工場立地法は、工場立地が環境の保全を図りながら適正に行われ、経済の健全な発展と福祉の向上に寄与することを目的としています。

	
	


○　目的（第１条）
  この法律は、工場立地が環境の保全を図りつつ適正に行われるようにするため、工場立地に関する調査を実施し、及び工場立地に関する準則等を公表し、並びにこれらに基づき勧告、命令等を行い、もって国民経済の健全な発展と国民の福祉の向上に寄与することを目的とする。
○　制度の仕組み
	
	　届出（法第６条等）
	　工場の新設・増設に関する届出義務



	
	　準則
	　工場立地に関する準則の公表（国 準 則：法第４条）

　　　　　　　　　　　　　　（地域準則：法第４条の２）

	
	　[昭和49年改正法施行後に設置された工場（新設工場）]
　(1)敷地面積に対する生産施設面積の割合　　　　　　30～65％以下
　　 （業種によって８段階に区分）                             
　(2)敷地面積に対する緑地面積の割合         　　　　 ※20％以上
　(3)敷地面積に対する環境施設面積（含む緑地）の割合  ※25％以上
　※ 神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市では、条例で独自の基準を設定しています。
　[昭和49年改正法施行以前に設置された工場（既存工場）] 
　 ●徐々に準則値を達成するよう、既存生産施設の変更、増改築を行う際、逐次緑地の整備を求める措置が設けられています。

	
	

	
	

	
	

	
	


	
	　勧告（法第９条第２項）
	　準則不適合の場合
	


	
	　変更命令（法第10条）
	　勧告に従わない場合
	


	
	　罰則（法第16条等）
	　命令に違反した場合
	


	
	 ・生産施設面積　： 製造工程を形成する機械又は装置が設置される建築物の水平投影面積
 ・緑地面積　： 樹木が育成する区画された土地又は建築物屋上緑化施設の面積
　           低木又は芝その他の地被植物で表面が被われている土地又は建築物屋上緑化施設の面積
 ・環境施設面積 ： 緑地面積に噴水、池、水流、池その他の修景施設、屋外運動場、広場、屋内運動施設、教養文化施設、雨水浸透施設及び太陽光発電施設の面積を加えた面積


○　工場立地に関する準則における工場敷地利用の考え方
	工場敷地

	
	
	

	
	
	 ○生産施設の面積割合　：　業種により、30％～65％
	
	

	
	　　　 ○その他の施設(駐車場、事務所、研究所、倉庫等)規則なし
	

	

	
	  ○緑地及び環境施設面積（※注１参照）
 　 25％以上（ただし、敷地周辺に15％以上配置）
    ・うち緑地20％以上
 　 ・残り５％は緑地または緑地以外の環境施設
（噴水、水流、池その他の修景施設、屋外運動場、広場、屋内運動施設、教養文化施設、雨水浸透施設、太陽光発電施設等）
	

	


○　工場立地法第４条の２第１項の規定による準則を定める条例の概要

　神奈川県（横浜市、川崎市、相模原市を除く）の区域に適用する基準
	 区域の区分
	設　定　区　域
	緑地の面積の敷地面積に対する割合
	環境施設の面積の敷地面積に対する割合

	 第一種区域
	第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、及び商業地域、並びに用途地域の指定のない都市計画区域
	  25％以上
	 　30％以上

	 第二種区域
	工業地域及び工業専用地域
	  15％以上
	 　20％以上


　施行期日：平成13年４月１日
　＊区域指定のない地域（準工業地域、都市計画区域外）は、従来どおりの基準（法準則：緑地面積率20％以上、環境施設面積率25％以上）を適用。
　＊工場敷地が２以上の区域にまたがる場合は、敷地面積のうちもっとも占める割合の多い区域の基準を適用。
※ 工場立地法の詳細については『工場立地法のあらまし2011』（p1～p34）・（p35～p68）を御覧ください。
○　届出書類一覧表

 １．新設・変更(法第６条第１項、第８条第１項、一部改正法附則第３条第１項)による届出
	番
号
	届　出　書　類　の　名　称
	備　　　考
	6－1
	8－1
	附 則
3－1

	１
	 様式１　特定工場新設（変更）届出書（一般用）
	代理人による届出の場合は委任状(例p41)を添付
	○
	○
	○

	２
	 様式Ｂ　特定工場新設（変更）届出及び実施制限期間の短縮申請書（一般用）
	実施制限期間の短縮を申請する場合は、様式１に代えて提出（例p37）
	○
	○
	○

	３
	         特定工場の新設（変更）の趣旨説明書
	           記入例p39
	－
	－
	－

	４
	 別紙１　特定工場における生産施設の面積
	           記入例p42
	○
	△
	○

	５
	 別紙２　特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置
	           記入例p43
	○
	△
	○

	６
	 別紙３　工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び配置
	工業団地に新設する工場のみ提出
	○
	△
	○

	７
	 別紙４  隣接緑地等の面積及び配置並びに負担総額及び届出者が負担する費用
	工業集合地の特例を受ける場合のみ提出
	○
	△
	△

	８
	 様式例第１ 事業概要説明書
	           記入例p45
	○
	△
	○

	９
	 様式例第２ 生産施設、緑地、緑地以外の環境施設その他の主要施設の配置図
	           記入例p46
	○
	○
	○

	10
	 様式例第３ 特定工場用地利用状況説明書
	           記入例p47
	○
	○
	○

	11
	 様式例第４ 特定工場の新設等のための工事の日程
	           記入例p48
	○
	○
	○

	12
	 準則計算書
	         記入例p50,54
	○
	○
	○

	13
	 準則計算推移表
	         記入例p52,56
	○
	○
	○


  ※  (△)……変更があった場合のみ必要、(－)……事前相談などに適宜ご利用ください。
　※　記載例については「工場立地法のあらまし2011」の各ページをご参照ください。
 ２．氏名（名称、住所）変更（法第１２条第１項による届出）
	 14
	  様式３　氏名（名称、住所）変更届出書
	  記入例 p58
	


 ３. 工場の承継（法第１３条第３項による届出） 
	 15
	  様式４　特定工場承継届出書
	  記入例 p59
	


 ４. 工場の廃止

	 16
	  特定工場廃止届
	  記入例 p60
	


PAGE  
3

